
パブリックコメントで出された意見の内容と市の考え方について

１．パブリック・コメントの概要
（１）案　件　名　：鳥栖市空家等対策計画（改訂案）
（２）意見募集期間：令和４年１２月１日（木）～令和４年１２月２８日（水）
（３）意見提出数：３８件（１名）

２．意見の内容と市の考え方
鳥栖市空家等対策計画（改訂案）に対するパブリック・コメントで提出された意見とそれに対する市の考え方を次のとおり整理しました。

該当箇所

P3

P8

P10

P11

P11

4

4.空家実態調査の概要
　前回記載されていた「(5)調査項目に空家等の概要確
認」、「(6)空家状態」、「(7)空家等の総合判断」、「(8)調査
結果　○地区別空家等の状態」、「(9)空家立地状況・・・」が
今回削除されていますが、これは「特定空家等」の調査項目
に該当することで削除されたのでしょうか。

　前回計画は、空家特措法施行後、初めての空家等対策計
画であり、その事前調査として、全市域の空家等の状況を把
握するため、外部委託を行い家屋の部材調査、居住可否の
判断、所在図の作成など、詳細な調査を実施したものです。
　その後、空家等対策計画に基づき各種の取組を進め、空
家数が減少するなど一定の効果がみられました。
　今回の第２期計画においては、外部委託等詳細調査は
行っておりませんが、前回調査の内容をふまえたうえで、職
員により空家実態調査（現地調査）を行うことで、空家等の
状況を把握しております。

5

(1) 調査期間
「令和3年4月～6月」と、「※5令和4年1月1日現在の固定
資産税台帳より出典」
と約半年間日数差がありますが、この間の戸建住宅数の増
加は空家率に対して問題とならないのでしょうか。前回調査
はH28年7月～12月で固定資産税台帳H29年1月でした。

　空家実態調査については、当該年度の空家の状況を把握
し、取組方針を決定するため、毎年度４月～６月に実施して
います。
　この実態調査から、翌年の固定資産課税台帳を作成する
間に増加した新たな戸建て住宅は、新築物件のため空家と
は考えにくく、空家等の課題に大きな影響を与えるものでは
ないと考えています。
　よって、空家率への影響は許容できるものと認識していま
す。

2

　今回、県内10市で空家率が最も低くなった要因はなんで
しょうか。

　住宅・土地統計調査は、国が、市町村の人口規模別に世
帯数を抽出して行うものであり、その結果はあくまで推計値と
なります。
　したがって、空家率が低くなった要因について分析はできか
ねますが、佐賀県内は人口が減少している一方で、鳥栖市
は人口が増加傾向にあり、世帯数も増加しています。
　そのような社会的変化に伴い、空家が住宅として有効活用
される機会が多く、空家率が低くなっているのではないかと推
測されます。

3

(ア)⑤空家外であったもの(構築物のみ) ・・・・ １件
この「構築物のみ」とはどういう意味でしょうか。

　空家法第２条第１項において、「空家等」とは、「建築物又
はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなさ
れていないことが常態であるもの及びその土地（立木その他
土地に定着するものを含む。）をいう。」と定義されています。
　当該事案は、「建築物やそれに付随する工作物」がない土
地にブロック塀のみが所在していた事案となります。

番号 意見の内容 市の考え方

１

グラフ修正

１．人口・世帯等の状況
図を白黒コピーした場合、下記の項目は判別できないので網掛等
してはどうでしょうか。

　　　　　　65歳未満　　　　　　65歳以上
　　　核家族世帯（夫婦のみ及び親と子で構成）　　　その他世帯

　ご意見のとおり、網掛により白黒でも判別できるよう修正い
たします。

修正前 修正後



該当箇所番号 意見の内容 市の考え方 修正前 修正後

P11

P13

P13

P16

P16

P17

P17
第３章　空家等対策の基本的事項
１．空家等対策の基本的な方針
（１）空家等の適正管理に係る意識啓発
・・・・・・・
よって、空家等になる前に、所有者等に対して空家等の適切
な管理や利活用の意識づけを行うことが重要です。

（１）空家等の適正管理に係る意識啓発
・・・・・・・
よって、空家等となることが見込まれる住宅の所有者等へ、
適切な管理についての注意喚起や意識づけを行うことが重
要です。

10

(1) 所有者等に関する課題
「〇相続登記が・・・放置された結果、相続人が多数にな
り、・・・対応が難しいケースが発生しています。」とあります
が、この「相続人が多数ケース」に対する取組について記載
する必要はないのでしょうか。

　「相続人が多数のケース」においても、他の案件と変わら
ず、相続人を調査し、所有者を把握、状況に応じて助言・指
導等を行う取組を行ってまいります。
　また、そういったケースを未然に防ぐために、P21に死亡届
提出の際の相続案内の呼びかけについて記載しております。

11

文言修正

(1)空家等の適正管理に係る意識啓発
「・・・・よって、空家等になる前に、所有者等に対して空家等
の適切な管理や利活用の意識づけを行うことが重要です。」
とありますが、国の基本方針(R3.6改正)では、「よつて、空家
等となることが見込まれる住宅の所有者等へ適切な管理に
ついての注意喚起を行う取組が重要である。」と改正されて
います。記載変更は必要はないのでしょうか。

　ご意見のとおり、「よって、空家等となることが見込まれる住
宅の所有者等へ、適切な管理についての注意喚起や意識
づけを行うことが重要です。」へ記載を変更いたします。

8

グラフ修正

(3)調査結果の円グラフと各項目の色の判別がしづらい人や
白黒コピーした場合、円グラフの％がどの項目に該当するの
かが判らないため、各項目の後に〇〇％と記載してもらいた
い。①～⑧全て　　例　20歳代0.7%　30歳代3.3％

ご意見のとおり、各項目の後に数値を記載するよう修正いた
します。

9

6.前計画の振り返りとその課題
　今回課題としては、前回記載の「土地・建物の規制に関す
る課題」が削除されたていますが、これは「農地や都市計画
に関する法規制の緩和」により削除されたのであれば、どのよ
うな緩和がされたのでしょうか。
　また、「農地や都市計画に関する法規制の緩和」とは、市
街化調整区域に関する法規制の緩和のことでしょうか。

　前計画での「土地・建物の規制に関する課題」については、
近年の市街化調整区域に関する法的規制の緩和を指して
います。詳細につきましては、番号６の回答をご参照くださ
い。

6

(2)調査地区
　地区別の空家調査は実施されていますが、市街化区域と
市街化調整区域の空家状況は把握(調査)されているので
しょうか。
　市街化調整区域は用途変更・売却・賃借等に対する制限
やその他デメリットとしてインフラの遅れや生活利便施設が近
くにない等があるため、今後、市街化調整区域の空家は増加
するのではないでしょうか。そのためにも市街化区域と市街化
調整区域の空家状況を把握して市街化調整区域の空家等
の対策検討による活性化を図ることが必要ではないでしょう
か。

個別の空家等の所在は把握していますが、市街化区域と市
街化調整区域に区分した集計は行っておりません。
なお、市街化調整区域に関係する土地建物の利活用につい
ては、以下のとおり認められています。
　・線引き以前（昭和４８年１２月１日以前）から建物が
　　ある建物の第三者への譲渡・建て替え
　・開発許可制度において、令和２年10月から佐賀県の
　　基準が改正され、既存家屋をコミュニティ維持のため
　　賃貸住宅、グループホーム等の福祉施設への用途変
　　更や、一部地域に限り観光振興のために必要な宿泊
　　施設及び飲食店等への用途変更が認められています。
　また、農地が付随する空家については、平成３１年４月か
ら、空き家バンクに登録されていれば、一定の要件を満たし
たうえで売買等が可能となり、令和２年度以降２件が適用さ
れています。

7

(2)回答状況
　今回、アンケート調査への回答率は46.8％、未回答が
53.2%(前回調査の未回答36%＋不明返送4％)と多かったで
すが、調査結果は現状を正確に把握できているのでしょう
か。
　例えば、④空家になった理由として、「居住者が病院・福祉
施設等への入所、入院した」は前回調査では2割だったが、
今回は1割を切っている。現状高齢化が進んでいるのに減少
している。高齢者が入所、入院されたことで未回答が増えた
のでは。

　空家の所有者等アンケート調査については、約半数の所有
者から回答をいただいており、概ね現状や課題を把握できて
いるものと考えております。
　高齢者の入所、入院による未回答への影響について、本
調査の実施にあたっては、登記情報や固定資産税における
税情報を基に調査票を送付しており、入院、入所状況は把
握しておらず、ご指摘の事由（入所、入院）が未回答の要因
であるかは判断できません。



該当箇所番号 意見の内容 市の考え方 修正前 修正後

P17

P18

P19

P19

P20

P20

P20

概要版
第３章　空家等対策の基本的事項
４．対象とする空家等の種類
○「戸建の空家」を主な対象（必要に応じて店舗、事務所、
倉庫等の空家も対象）とし、「特定空家等」を優先的に取り組
む

○「戸建の空家」を主な対象（店舗、事務所、倉庫等も１棟
すべてが空家の場合は対象）とし、「特定空家等」を優先的
に取り組む

P19
第４章　空家等対策の基本的取組
１．空家等の調査
（４）所有者等が特定できない場合
③財産管理人制度の活用
空家等の長時間の放置や荒廃状態が予測されるケースに
対しては、状況に応じ財産管理人制度（相続財産管理人制
度、不在者財産管理人制度）の活用を促します。

P19
第４章　空家等対策の基本的取組
１．空家等の調査
（４）所有者等が特定できない場合
③財産管理人制度の活用⇒削除

P21
第４章　空家等対策の基本的取組
２．空家等の適切な管理の促進
（８）財産管理人制度の活用
空家等の長時間の放置や荒廃状態が予測されるケースに
対しては、状況に応じ財産管理人制度（相続財産管理人制
度、不在者財産管理人制度）の活用を促します。

P20
第４章　空家等対策の基本的取組
２．空家等の適切な管理の促進
（１）市民への情報発信
空家等の所有者等となった場合、・・・・・

P20
第４章　空家等対策の基本的取組
２．空家等の適切な管理の促進
（１）市民への情報発信・意識啓発
空家等の所有者等となった場合、・・・・・

18

(4)高齢者への支援
国土交通省の民間主体と連携した空き家の発生予防・適正
管理の事例に、『高齢単身・高齢夫婦世帯が、相続時など
将来に備えた「空き家の発生予防」を元気なうちに行えるよう
ガイドラインを作成し、セミナー等を開催して普及啓発を図
る。』と紹介されていますか、鳥栖市でも自治会等と連携し高
齢者を対象とした出前講座・いきいきサロン等での空家予防
啓発(元気なうちの空き家予防対策)を実施してあるのでしょ
うか。

　専門家を招いた空き家の相談会や、相続・遺言等に関す
るセミナー、空き家対策の現状などについて出前講座を行っ
た実績があります。
　また、空き家に関するお困り事などを相談いただくために、
各専門家団体への無料相談窓口をご案内しております。

16

２．空家等の適切な管理の促進
「法第12条」の記載は必要ないのでしょうか。

　P1の第１章１．策定の背景と目的に記載しておりますよう、
空家等対策の推進に関する特別措置法の施行等をふまえ
計画を策定しているため、各項目の根拠となる個別の条項に
ついては後段の参考資料を参照ください。

17

文言修正

　「（１）市民への情報発信」に「意識啓発」を追加して、「（１）
市民への情報発信・意識啓発」と記載変更してはどうでしょう
か。

　ご意見のとおり、「（１）市民への情報発信」を「（１）市民へ
の情報発信・意識啓発」へ修正いたします。

14

１．空家等の調査
「空家等の対策を・・・・・・このため、空家等の情報収集や実
態調査を行うとともに、それらの情報のデータベースを整備し
ます。」とありますが、現状として適宜、実態調査を行い情報
の更新は実施されていないのですか。実施してあるのであれ
ば「空家等の対策を・・・・・・このため、空家等の情報収集や
実態調査を適宜行うとともに、それらの情報のデータベース
を整備・更新します。」と記載変更してはどうでしょうか。また、
「法第11条」の記載追加。

　「整備」に適宜行う更新も含むものと考えております。
　また、P1の第１章１．策定の背景と目的に記載しております
よう、空家等対策の推進に関する特別措置法の施行等をふ
まえ計画を策定しているため、各項目の根拠となる個別の条
項については後段の参考資料を参照ください。

15

③ 財産管理人制度の活用
　この項目の追加は、基本方針の変更(R3.6改正)に伴う市
町村による財産管理制度の活用」の反映ですが、項目の記
載箇所としては現在の「１．空家等の調査」より次の項目の
「２．空家等の適切な管理の促進」が該当するのではないで
しょうか。
項目の移行する場合、「鳥栖市空家等対策計画(改訂案)の
概要」も移行が必要です。

　ご意見をふまえて、財産管理人制度についての記載は
「１．空家等の調査」から「２．空家等の適切な管理の促進」
へ記載変更いたします。また、合わせて概要版も修正いたし
ます。

12
(3)空家等を有効活用した地域活性化
　デメリットが多い市街化調整区域に対してどのような促進策
が実施されているのでしょうか。

　番号６の回答をご参照ください。

13

文言修正

４．対象とする空家等の種類
　今回、「必要に応じて、共同住宅・店舗・・・」が「また、共同
住宅・店舗・・・・」に変更されていますが、「鳥栖市空家等対
策計画(改訂案)の概要」には、「必要に応じて」が記載されて
います。

　概要版を修正いたします。



該当箇所番号 意見の内容 市の考え方 修正前 修正後

P21

P21

P22

P22

P22

P22

P21
第４章　空家等対策の基本的取組
２．空家等の適切な管理の促進
（７）災害等の緊急時の対応
所有者等による適切な管理がされず、自然災害等により空
家等が危険な状態となり、周辺に危害を及ぼす危険性があ
ると判断された緊急時には、災害対策基本法等の関係法令
及び地域防災計画に基づき、これを回避するために必要な
最小限の応急措置を講じます。

概要版
第４章　空家等対策の基本的取組
２．空家等の適切な管理の促進
（７）災害等の緊急時の対応
○自然災害等により緊急対応が必要な場合、災害対策基
本法及び地域防災計画に基づいた応急措置を講ずる

P21
第４章　空家等対策の基本的取組
２．空家等の適切な管理の促進
（７）災害等の緊急時の対応
所有者等による適切な管理がされず、災害等により空家等
が危険な状態となり、周辺に危害を及ぼす危険性があると判
断された緊急時には、災害対策基本法等の関係法令及び
地域防災計画に基づき、これを回避するために必要な最小
限の応急措置を講じます。

概要版
第４章　空家等対策の基本的取組
２．空家等の適切な管理の促進
（７）災害等の緊急時の対応
○災害等により緊急対応が必要な場合、災害対策基本法
及び地域防災計画に基づいた応急措置を講ずる

P21
第４章　空家等対策の基本的取組
２．空家等の適切な管理の促進
（６）早期アプローチのためのプロセスの構築
住民異動（死亡）を基に、空家等の適正管理に関するパンフ
レットの配布や、相続登記について周知するとともに、必要に
応じて関係団体の相談窓口を案内します。

P21
第４章　空家等対策の基本的取組
２．空家等の適切な管理の促進
（６）死亡届提出時における情報提供
住民異動（死亡）時の手続きのために、相続人等が市役所
窓口に来庁する機会を捉えて、空家等の適正管理に関する
パンフレットの配布や、相続登記について周知するとともに、
必要に応じて関係団体の相談窓口を案内します。

24

③移住・定住体験施設等としての活用
　定住体験施設「河内町お試し住宅」として、河内町は自然
の豊かさを味わい楽しむことは出来るでしょうが、ライフスタイ
ルにもよると思いますが、日常生活での都市的利便性を享
受することが出来るのでしょうか。
　鳥栖市は市街地空家でも身近に豊かな自然を感じることが
出来るので、市街地の空家活用も良いのではないでしょう
か。
　鳥栖市お試し移住事業として、お試し住宅利用者への鳥栖
市空家等の利活用の情報提供は実施されているのでしょう
か。
　鳥栖市お試し移住事業実施要綱・鳥栖市さが暮らしスター
ト支援金交付要綱について記載する必要はないのでしょう
か。

　「河内町お試し住宅」は、買い物に便利な市街地まで車で
10分、博多までは最速29分と十分に都市的利便性がある
住宅での生活を体験できる施設となっております。
　お試し住宅利用者への空き家の情報提供につきましては、
空き家所有者の了承が得られたものについて、庁内での連
携を図りながら、今後行っていきたいと考えております。
　鳥栖市お試し移住事業実施要項・鳥栖市さが暮らしスター
ト支援金交付要綱の内容につきましては、主として移住支援
を目的としており、空家等の活用促進のための事業ではない
ため、ここでは記載しておりません。

22

（２）空家等の活用の促進に関する事項
 ①空き家バンク制度の周知及び利用促進
『・・・「空き家バンク制度」の周知を図り、利用 を促進しま
す。』とありますが、鳥栖市は「全国版空き家・空き地バンク」
に参加されているのでしょうか。

　鳥栖市も「全国版空き家・空き地バンク」に参加しておりま
す。

23

②空家等の流通促進のため関係法令等の制度を周知
　市街化調整区域に対する制限のことだと考えますが、市街
化調整区域空家等の利活用の促進として、どのような制限
緩和策を実施されているのでしょうか。

　番号６の回答をご参照ください。

20

文言修正

(7)災害等の緊急時の対応
　参考資料P-46の「2.空家等に対する他法令による諸規制
等」には、「災害」と記載されていますが、ここで「自然災害」と
記載する理由はなんでしょうか。
　「鳥栖市空家等対策計画(改訂案)の概要」も「自然災害」
と記載されていますが。

国の指針に合わせ、「災害」へ統一いたします。

21

３．空家等及び跡地の活用の促進
「法第13条」の記載は必要ないのでしょうか。

　P1の第１章１．策定の背景と目的に記載しておりますよう、
空家等対策の推進に関する特別措置法の施行等をふまえ
計画を策定しているため、各項目の根拠となる個別の条項に
ついては後段の参考資料を参照ください。

19

文言修正

(6)「早期アプローチのためのプロセスの構築」の項目名称を、
だれでも(特に高齢者)分かりやすいように「死亡届提出時等
における情報提供」に変更してはどうでしょうか。
また、「住民異動（死亡）を基に、空家等の適正管理に関す
るパンフレットの配布や、相続登記について周知するととも
に、必要に応じて関係団体の相談窓口を案内します。」を
「死亡後の手続きのために、相続人等が市役所窓口に来庁
する機会を捉えて、空家等の適正管理に関するパンフレット
の配布や、相続登記について周知するとともに、必要に応じ
て関係団体の相談窓口を案内します。」に記載変更してはど
うでしょうか。

　ご意見のとおり、「早期アプローチのためのプロセスの構築」
の項目名称を、「死亡届提出時等における情報提供」に修
正いたします。
　また、「住民異動（死亡）を基に、…」の箇所を「住民異動
（死亡）時の手続きのために、相続人等が市役所窓口に来
庁する機会を捉えて、…」に修正いたします。



該当箇所番号 意見の内容 市の考え方 修正前 修正後

P23

P23

P23

P24

P26

P28

P74

30

参考資料
下記の参考資は目次が記載されているがページ数が記載さ
れていないため、出来れば検索しやすいようにページ数を記
載してもらいたい。

２．空家等に関する施策を総合的かつ計画的に実施するた
めの基本的な指針・・32ページ
３．「特定空家等に対する措置」に関する適切な実施を図る
ために必要な指針（ガイドライン）・・・・・48ページ

計画の冒頭「目次」において、ページ数を記載しております。

31
【状態の例】の各項目の文章の最後に句点「。」が記載されて
いません。(このページだけ記載されていません。)

国が作成した「「特定空家等に対する措置」に関する適切な
実施を図るために必要な指針（ガイドライン）」を参考資料とし
てそのまま抜粋しております。

28

文言修正

(2)措置の方針
② 措置内容の検討
「・・・・措置の内容を決定するにあたり、必要に応じて協議会
に意見を求めることとします。」を、「・・・・措置の内容を決定
するにあたり、直ちに法第9条第2項に基づく立ち入り調査や
法第14条第1項に基づく指導等の手続きを開始するのでは
なく、把握した当該特定空家等の所有者等の情報を勘案
し、具体の対応方策を検討する。必要に応じて協議会に意
見を求めることとします。」に記載変更してはどうでしょうか。

　ご意見をふまえて、「措置の内容を決定するにあたり、把握
した当該特定空家等の所有者等の情報を勘案したうえで、
具体の対応方策を検討し、必要に応じて協議会に意見を求
めることとします。」に修正いたします。

29

(2) 鳥栖市空家等対策協議会（庁外）
「 ① 構成」ですが、基本方針の変更として「地域の空家等対
策に取り組むNPO等の団体について、法第7条第1項に規定
する協議会の構成員の例に加えるとともに、専門的な相談に
ついて連携して対応することを明記する。」とありますが、構
成員としてNPOを追記する必要はないのでしょうか。

　現在、鳥栖市空家等対策協議会へは、空家等対策に関
わる幅広い分野から参加いただき、専門的見地から様々な
ご意見やご提案をいただいている状況です。
　現時点で鳥栖市内に地域の空家等対策に取り組むNPO等
の団体は把握できておらず、今後の状況を見ながら連携を
図るよう検討します。

26

(1)特定空家等の認定
著しく衛生上有害となる おそれのある状態
　ガイドラインからの抜粋とありますが、「建築物又は設備等の
破損等が原因で、」の後に「吹付け石綿等が飛散し暴露」を
追記する必要はないのでしょうか。

　こちらの表については、あくまで事例として抜粋しており、分
かりやすい事例のみを挙げているものとなります。ここに挙げ
ている事例をもって特定空家と認定するものではありません。

27

文言修正

※8の（参考資料参照）を、直ぐに検索出来るように（参考資
料48ページ参照）に記載変更してはどうでしょうか。※9も（参
考資料87ページ参照）に記載変更。

　ご意見のとおり、「参考資料」の後にページ数を記載するよ
う修正いたします。

25

４．特定空家等に対する措置及びその他の対処
「法第14条」の追記は必要ないのでしょうか。

　P1の第１章１．策定の背景と目的に記載しておりますよう、
空家等対策の推進に関する特別措置法の施行等をふまえ
計画を策定しているため、各項目の根拠となる個別の条項に
ついては後段の参考資料を参照ください。

P23
第４章　空家等対策の基本的取組
４．特定空家等に対する措置及びその他の対処
（１）特定空家等の認定
※8　「ガイドライン」とは、「特定空家等」の判断の参考となる
基準等及び「特定空家等に対する措置」に係る手続きについ
て、参考となる一般的な考え方を国が示したもの。（参考資
料参照）
※9 「特定空家等の判断基準」とは、ガイドラインを参考に作
成した本市における「特定空家等」の判断及び措置に関する
基準。（参考資料参照）

P23
第４章　空家等対策の基本的取組
４．特定空家等に対する措置及びその他の対処
（１）特定空家等の認定
※8　「ガイドライン」とは、「特定空家等」の判断の参考となる
基準等及び「特定空家等に対する措置」に係る手続きについ
て、参考となる一般的な考え方を国が示したもの。（参考資
料48ページ参照）
※9 「特定空家等の判断基準」とは、ガイドラインを参考に作
成した本市における「特定空家等」の判断及び措置に関する
基準。（参考資料87ページ参照）

P24
第４章　空家等対策の基本的取組
４．特定空家等に対する措置及びその他の対処
（２）措置の方針
②措置内容の検討
地域住民へ与えている悪影響をなるべく速やかになくし、か
つ所有者等の負担が出来る限り少ないと考えられる措置の
内容を検討します。
措置の内容を決定するにあたり、必要に応じて協議会に意
見を求めることとします。

P24
第４章　空家等対策の基本的取組
４．特定空家等に対する措置及びその他の対処
（２）措置の方針
②措置内容の検討
地域住民へ与えている悪影響をなるべく速やかになくし、か
つ所有者等の負担が出来る限り少ないと考えられる措置の
内容を検討します。
措置の内容を決定するにあたり、把握した当該特定空家等
の所有者等の情報を勘案したうえで、具体の対応方策を検
討し、必要に応じて協議会に意見を求めることとします。



該当箇所番号 意見の内容 市の考え方 修正前 修正後

P77

P88

P89

P91

P92

P92

P92

P92
特定定空家等の判定基準

P92
特定空家等の判定基準

P92
特定空家等の判定基準
A　家屋の危険性（家屋については「点数等」で評価）
①「そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険又は将来
そのような状態になることが予見される状態」
２．　倒壊等のおそれが予見されるか否かの判断は、上記の
判定内容及び、国が示す「特定空家等に対する措置」に関
する適切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン）に記
載される、【参考となる考え方】を基に判断を行う。
（例 2 ：建物の基礎 ）

P92
特定空家等の判定基準
A　家屋の危険性（家屋については「点数等」で評価）
①「そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険又は将来
そのような状態になることが予見される状態」
２．　倒壊等のおそれが予見されるか否かの判断は、上記の
判定内容及び、国が示す「特定空家等に対する措置」に関
する適切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン）に記
載される、【参考となる考え方】を基に判断を行う。
（例 2 ：建物の基礎及び土台 ）

P89
特定空家等の判断について
ガイドラインでは、以下の状態にあると認められる空家等を
「特定空家等」と定義しています。

P89
特定空家等の判断について
ガイドラインでは、以下の状態にあると認められる空家等を
「特定空家等」と定義しています。（法第２条第２項）

38

文言修正

（例 2 ：建物の基礎 ）を（例 2 ：建物の基礎及び土台 ）と追
記してはどうでしょうか。

ご意見のとおり、『「特定空家等に対する措置」に関する適切
な実施を図るために必要な指針（ガイドライン）』に合わせ、
「建物の基礎及び土台」へ修正いたします。

36

文言修正

「特定定空家等の判定基準」の「特定定」と記載されていま
す。

「特定」へ修正いたします。

37

外壁・評定内容Ⅱ
「外壁の仕上材料の・・・・壁体を貫通する穴を生じているも
の」を「・・・・壁体を貫通する穴が生じているもの」に記載変更
してはどうでしょうか。　「を」⇒「が」

　こちらの文言は、「住宅地区改良法施行規則第１条第１項
に基づく別表第１」に定められる不良住宅判定の判定表を一
部準用しており、そのまま抜粋したものとなります。

34

文言修正

特定空家等の判断について
『ガイドラインでは、以下の状態にあると認められる空家等を
「特定空家等」と定義しています。』に「法第2条第2項」を追
記してはどうでしょうか。

　ご意見のとおり、特定空家等の定義について、根拠法令を
追記いたします。

35

＜特定空家等の判断及び措置に関するフロー＞
「特定空家等に該当」に「法第7条の協議会による協議」「法
第9条に基づく立入調査」を追記してはどうでしょうか。

　特定空家等の判断、それに対する措置について、それぞ
れ「法７条の協議会による協議」を行い、個別の事情を判断
していくこととなるため、フローには明示しておりません。また、
「法第９条に基づく立入調査」についても、必要に応じて行う
ため、フローには明示しておりません。

32

〔別紙５〕所有者等の特定に係る調査手順の例
「関係権利者・近隣住民・親族等聞き取り調査」から「代表者
等死亡・不明」そして下の項目を示す矢印(⇒)がありません。

ご意見のとおり、矢印を追記いたします。

33

調査方法
現地での特定空家等の判断は、外観調査によるものとしま
す。
実際に外観調査で、構造耐力上主要な部分(基礎、 土合、
柱 又は はり)の損傷等の点数評価が出来るのでしょうか。

　特定空家等の判断に関しては、「住宅地区改良法施行規
則」及び「外観目視による住宅の不良度判定の手引き（案）
（国土交通省作成）」を一部準用しております。
　それらにおいては、建物調査の実施にあたっては、崩落や
柱等の傾斜などにより危険が及ぶ可能性や、所有者が不明
のため立ち入ることが困難な場合もあることから、外観目視に
より、基礎、土台、柱、はりの状況を確認し判断・評価するこ
ととされております。

関係権利者・近隣住民・親族等聞き取り調査

代表者等死亡・不明


